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1. はじめに 
インターネット上で扱われる情報量は急速に増大し

ており、日本国内のインターネット上を流通するトラ

フィック量を国内の主要 ISP6 社の値から推計すると、

2008 年には 1373bps であったものが、2011 年には

2365Gbpsにまで増加していることがわかる。2009年に

一時減少傾向が見られたが、これは動画などの大容量

データの送信に当たり従来は P2P が主流であったのに

対して、配信サーバを中核とした形式に変容したため

である。また、近年のクラウドコンピューティングに

よるXaaSの普及より今後も増大し続けるものと予想さ

れる。 

 
 

 

大学教育において、論文や講義内でのレポートを作

成するにあたり、関連情報をインターネットを用いて

検索をすることは当たり前として行われているが、情

報量の増大により、有意な情報にたどりつくまで時間

がかかる現象を発生させている。 

そこで本研究では、ベイズ定理を用いた関連語のフ

ィルタリング、検索に用いられているキーワードの絞

り込みを行うと、ランダムサーチによる検索アルゴリ

ズムの効率化を組み合わせることで、教育に必要な情

報に効率的にたどり着くことのできる情報検索手法を

提案する。 
 
2. 情報検索の現状 
2.1 検索キーワード数 
膨大なインターネット上の情報に対して、ユーザー

は自らに必要な情報を探すために、Google や Yahoo と

いった検索ポータルサイトを利用することが多い。一

般的に検索ポータルサイトを利用した検索は、検索ウ

ィンドに対してキーワードを入力することによって行

われ、AND検索やOR検索などの機能が実装されてい

る。 
図 2 及び 3 に示すのは、google.co.jp において、検索

において使用されたword数を示したものである。 

 
図2 検索word数（2003年） 

 
図3 検索word数（2010年） 

 
2003 年と 2010 年を比較した場合、平均word 数にお

いても 2.47word から 2.79word に増加しており、特に

1word で検索されたものが 2003 年において、3 割を占

めていたものが2010年では半減している。 
この結果からも検索ポータルサイトを利用した検索

を行う上で、インターネット上の情報量が増大するに

つれ、有意な情報にたどり着くためには、複数のキー

ワードを用いて検索を行うことが必要不可欠となって

きているといえる。 
 

2.2 検索クエリ数 
次に、上記の検索word数を踏まえた検索クエリ数に

ついて示す。実際に検索を行う際のユーザーの行動を

して、有意な情報を得るためにまず、少ないword数で

検索を行い、網羅的に得られた情報に対して、検索word
を加えることで情報絞り込みを行っていくこととなる。

図１ インターネットトラフィックの現状 
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つまり 1 回の検索行動において、 終的な優位な情報

にたどり着くために複数回の検索が行なわれているこ

とになる。 

 
図4 検索クエリ数 

 
これを踏まえて、2010 年に実際に必要な検索クエリ

数の割合を示したものが図 4 である。単純な検索word
数の増大を示した図 2 及び 3 に比べて、さらに少ない

word数の検索が占める割合が少なくなり、多数のword
による検索が重要となってきていることが分かる。 
 
3. ベイズ定理によるフィルタリング 
3.1 キーワードの自動抽出回数 
検索にかかるword数を増加による利便性の低下に対

応するための機能として、 初に入力されたキーワー

ドに対して、自動で関連のキーワードを付加するシス

テムの開発が進められている。しかし、前述の google
などでの自動抽出は、ユーザーの検索履歴になど依存

して関連度の重み付を行っているため、過去に検索を

行ったことのあるカテゴリの検索においては効果が大

きいが、新たなカテゴリにおいて検索を行った場合に

は誤った結果をなることが多い。そこで本研究では、

ユーザーの検索履歴に依存せず、データマイニングに

より検索対象文章内の単語同士の関連度を用いて判定

することとした。 
有意な情報にたどり着くまでに必要な関連語の word

数を前述の検索クエリ数の割合より定める。図5は2010
年に google.co.jp 上で「環境」をキーワードとして検索

をした 22,940,000 回に対して、検索クエリ数を当ては

めたものである。 

 
図5 自動抽出回数と検索クエリ数 

 
 自動抽出を行わない場合の検索クエリ数は、

64,782,560回であるのに対し、自動抽出を6回まで行う

ことで 23,215,280 回まで削減され、検索総数の 98％を

占めることが出来るようになるために、関連度の自動

抽出は6回が適当であることが分かった。 
 

3.2 ベイズ定理による判定 
抽出された関連語の正誤判定においては、ベイズ定

理を利用した重み付けと尤度関数を用いた補正を行う。

ベイズ定理とはメールソフトにおけるspamメールの判

定にも使われている方法であり、情報検索における正

誤の判定においては有効性の高い方法である。 
また、一度検索を行ったものに対して実際にユーザ

ーが想定した検索結果と異なっていた場合、単純な確

率密度による判定を行うだけでなく、前述の事前確率

に尤度によるもっともらしさを加えることで判定する

ことができるために、検索のたびに検索精度の向上に

繋がると考えられる。 
実際に前述の「環境」をキーワードとして検索を行

った場合を当てはめると、 
・・・式① 

検索対象となる文書内のCという文節に対して文

書内のw番目に単語 i(今回の場合であれば「環境」)
が存在すると式①により仮定する。 

・・・式② 
 

次に、i対する関連語がCに依存しない、新たな文節

Dに存在する可能性は式②で示すことができ、 
 
・・・式③ 

 
・・・式④ 

式③および④により、0以下である場合は関連度がな

いものと判定することとした。 
 

4. ランダムサーチによる効率化 
4.1 ステップ数の削減 
従来の検索手法[6]における関連語の抽出は、Suffix 

Tree Clustering Algorithm（以下、STCA）を用いた全文

検索により行われていた。 
STCAによる検索は、文節や熟語単位でなく単語単位

で全文検索であり、精度が高い検索を行なえる反面、

検索対象となるデータベースの情報量の増加に比例し

て検索時間が増大するという欠点があった。 
 その原因として、検索対象の文章中に関連語が含ま

れている、いないにかかわらず文章全てを検索してし

まうことが考えられる。それに対し本研究では、判定

式の一般化を関連語の有無の判定を事前に行う機能を

実装することで負荷軽減を行った。 
表1に示すのは、文章「A」において「環境」に対す

る関連語の有無を判定する場合のアルゴリズムのステ

ップ数を一般化したものである。  
図 5 で示したように関連語の自動抽出を 6 回行った

場合、6n+15 回のステップ数が必要であるのに対して、

文章中の M 番目に関連語が存在する場合は 4M-2 回で

判定することが可能であり、存在しない場合は n=単語

としたときに4n+5回で存在しないことを証明できるこ

とが分かった。この結果より判定式の一般化を行うこ
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とで33％程度のステップ数削減が行われた。 
表1  判定式の一般化 

 存在する場

合のステッ

プ数 

存在しない

場合のステ

ップ数 

procedure SEARCH（A,n,環境） 1 1 

k←1 1 1 

while k<n do M n+1 

if A[k]=環境 then M n 

return 1 1 

end if 0 0 

k←k+1 M-1 n 

end-while M-1 n 

return 0 0 

end procedure 1 1 

合計 4M-2 4n+5 

 
4.2 関連語の有無の事前チェック 
 上記の判定式の一般化はステップ数の削減には貢献

するが n=単語数に依存するために検索対象が大きくな

るほど効果が失われることとなる。 

そこで関連語の有無を事前に判定することで、単語

数に依存しない形のステップ数の削減を行う。文章

「Ａ」中に関連語がある場合、k=n+1番目の単語が関連

語であるという形で表すことができる。表 2 に表 1 の

判定式に事前判定を踏まえ一般化したものである。 
表2  事前判定を含む判定式の一般化 

 ステップ数 

 procedure SEARCH（A,n,環境） 1 

 A[n+1]←環境 1 

 k←1 1 

 while A[k]≠環境 do M+1-S 

  k←k+1 M-S 

   end-while M-S 

  if k<n then 1 

  return S 

 end-if 0 

 return 1-S 

end procedure 1 

合計 3M-3S+7 

 

関連語を有無についてS=1の場合存在する、S=0の場

合存在しないとした場合、3M-3S+7 回のステップ数で

判定することができる。表 1 で示したものに比較した

場合、アルゴリズムに関わるプログラムの行数は増加

する結果となっている。しかし、表 1 を表 2 と同様に

S=1or0で表した場合4M-3S+5回であることから、両者

を比較した場合(3M-3S+7)- 4M-3S+5=M-2と表すことで

き、文章中の 2 番目までに関連語が存在する場合は、

単語数に依存せず、表 2 で示した事前判定機能を用い

た方が 25％程度のステップ数の削減を行うことが可能

となった。 

 

5. 有効性の検証 
5.1 研究者データベースでの実証 
 提案手法の有効性を検討するため早稲田大学に所属

する2183名の研究者が登録されている研究者DBから

「環境」に関連する研究者の検索を行い、従来使われ

ているGoogle APIを用いた検索と提案方式の検索を結

果の比較を行った。 
Google API は、JavaScript を使用して個別のウェ

ブページに Google 検索を組み込むことができる API
で、早稲田大学のウェブページでも採用されている。

過去の検索におけるクリック数、被リンク数や meta 
情報などを参考に検索順位が決定される。その結果、

実際に内包されている情報より、過去の検索ユーザー

動向やページ制作者が意図的に組み込んだキーワード

などが優先的に表示される傾向があるといえる。 
検索結果として 2183 件中 756 件の抽出データが得

られた。また、その中で実際に「環境」というキーワ

ードの使用数を併記したものを表3に示す。 
表3 googleAPIによる検索結果とword数 

順位 名前 "環境"word数 

1 大塚 直 32 

2 小松 幸夫 59 

3 大和田 秀二 32 

4 吉田 徳久 20 

5 香村 一夫 43 

6 寺島 信義 33 

7 川上 泰雄 54 

8 川名 はつ子 40 

9 斉藤 修 40 

 
この結果からも分かるように、Google API による検

索結果は直接「環境」をキーワードに使っているペー

ジが優先的に検索されている結果となっているといえ

る。しかしながら、実際に研究内容を参照してみると、

環境を「environment」の意味で使用している以外にも、

「ネットワーク環境」や「システム環境」といった

「scene」という意味合いで使われている「環境」がword
数としては抽出されているものも多く見受けられ、必

ずしも適切な検索結果であるとはいえない。 
次に、今回の提案方式を用いた検索を行う過程によ

って得られた「環境」と共に使用される頻出関連語を

表4に示す。 
表4 頻出関連語 

順位 関連語 頻出  順位 関連語 頻出

1 エコ 136 11 河川環境 24 

2 自動車 78 12 森林環境 24 

3 廃棄物 46 13 影響評価 23 

4 環境保全 44 14 化学物質 18 

5 自然環境 44 15 都市環境 16 

6 温暖化 40 16 住環境 13 

7 生態系 34 17 ﾓﾋﾞﾘﾃｨ 6 

8 環境教育 32 18 蓄電 6 

9 観光 30 19 資源活用 6 

10 資源循環 29 20 代替ｴﾈﾙｷﾞ 3 

「自然」や「都市」といった熟語は、単独で使用し

た場合でも名詞となってしまいことから、は改めて「環

境」と組み合わせたキーワードとして抽出している。

また、抽出数が 2 件以下のものを含めると 436 件のキ

ーワードが該当することとなり、関連付けに用いるに

は適当でないと判断をして除外することとした。さら
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に表 4 の頻出単語によって重み付けされた後の検索結

果を表5に示す。 
表5 提案方式による検索結果とword数 

順位 名前 "環境"word数 関連語数 

1 北山 雅昭 28 10 

2 後藤 春彦 20 10 

3 斉藤 修 40 10 

4 村山 武彦 12 8 

5 森川 靖 22 8 

6 天野 正博 23 7 

7 高口 洋人 8 7 

8 田邉 新一 12 7 

9 常田 聡 21 7 

10 名古屋俊士 40 7 

検索結果の件数は、単純にキーワードが存在するか

しないかで選別しているため756件とGoogle APIによ

る検索と同一数となった。 
しかし、検索順位については使用されている環境

word数との相関は見られず、必ずしも環境と単語の頻

出数ではなく、関連語が多く含まれるものほど上位に

来ることが分かり提案方式の有効性が確認された。 
 さらに両者の検索結果においてGoogle APIによる検

索結果より提案方式の検索に結果において大きく順位

が変動した研究者 4 名を抽出したものが表 6 となる。

順位1がGoogle APでの検索順位、順位2が提案方式に

よる検索順位である。 
表6 順位変動 

順位1 順位2 名前 専門分野 

6 413 寺島 信義 情報 

7 403 川上 泰雄 スポーツ工学 

8 136 川名 はつ子 福祉環境 

10 168 嶋本 薫 情報 

 各研究者について研究内容を調査した結果、それぞ

れの研究者の専門分野は環境を「environment」として

捉えている内容でなく、「scene」として捉えている情報

系、人間工学系を専門としている研究者であることが

分かった。このことからも、提案方式による頻出関連

語を基とした検索手法が、Google API を使用した検索

手法と比較をした場合より、的確な情報の抽出を行っ

ているといえる。 
 
5.2 一般検索への適用 
提案手法を google などの一般的な検索ポータルサイ

トへ適用した場合の有効性について検証を行った。 

 
図6 抽出数と非選択率 

 

図6に示すのはgoogle.co.jpで「環境」の関連語を検

索した場合の抽出数と非選択率を示したものである。

一般検索への適用の場合 5.1 のように検索結果を細か

く検証することが困難であることから、検索結果が実

際にクリックされたかにより評価することし、非選択

率とは表示された検索結果がクリックされず、異なる

関連語で検索された割合である。 
前述のようにgoogle.co.jp上で「環境」をキーワード

した検索は 22,940,000 回/年行われているが、2010 年

の 1 年間で関連語として抽出された「問題」において

は1,600,000件程度の抽出結果が得らえた。 
提案手法により抽出された関連語上位30件における

非選択率の平均は9.8％であることがわかり、図3で示

されるように3word以上の検索の割合が52.9％である

ことから、提案手法による検索は、検索効率の向上に

おいて十分な成果を上げていると考えられる。 
 

6. まとめと今後の展望 
本研究で提案された検索手法は、既存の検索手法に

比べて効率的に検索が行えることが分かった。しかし、

小規模のデータベースにおいては、精度を高く、かつ

効率的に検索することができる一方で、大規模なデー

タベースで使用する場合においては、関連語の自動抽

出における効率化は行えるものの、実際の検索時間の

削減については実証されていない。 

これは、大規模なデータベースに対する検索は、本

研究で行われたようなソフトウェア的な改善とサーバ

やネットワークといったハードウェア的な改善を比較

した場合、その寄与度は対象が大規模になればなるほ

どハードウェアに偏るためである。 

今後は、検索対象を徐々に大規模化しつつ、ステッ

プ数だけでなく、実際の検索時間を対象とした、ユー

ザー効率の定量評価を行っていく必要がある。 
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